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都市計画部会 都市交通・市街地整備小委員会

【市街地整備施策のあり方（その２）】

１．拠点的市街地の整備

２．安全・安心の確保

３．市街地郊外部等における市街地の密度低下への対応

４．多様で柔軟な市街地整備手法の提示と活用

５．市街地整備の担い手支援

資料ー２
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○市街地が拡散したまま人口減少局面を迎えた

○主要駅周辺でも非効率な土地利用

○地方都市におけるごま塩状の空き地や空き家の存在
と一部虫食い的な小規模開発の進行（インナースプロ
ール）

○まちの管理運営主体の欠如、コミュニティの希薄化

○民間による市街地更新は限定的、行政は財政的な制
約や団塊世代の大量退職による人材不足

現状と課題 目指すべき市街地像

（１）都市交通施策と連携した市街地整備の取組
⇒集約型都市構造の実現のため、都市交通施策と連携した市街地整備の推進

（２）公民協働による市街地整備の推進
⇒「選択と集中」により公共投資を重点化し、民間の参画や自発的な取組を促す方

向へ行政の基本的スタンスを転換

（３）持続可能な発展に向けた市街地整備
⇒地球環境問題や景観への関心の高まり、エリアマネジメントへの対応

（４）多様で柔軟な市街地整備手法の提示と活用
（５）市街地整備の担い手支援

集約型都市構造の核となる拠点的市街地の形成

目指すべき拠点的市街地像を実現するための方策

人口減少は都市総体としての力を減ずるとの危惧
があるものの、一人当たりの空間量拡大の可能性や
都市基盤への負荷軽減などを積極的に捉えるべきで
ある。このため以下の３つの方向を目指す

○ 世代、用途ミックスの歩いて暮らせるまちへ
○ 生活空間の量的・質的レベルアップ
○ 持続的発展に向けたコミュニティの形成

１．拠点的市街地の整備
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１）目指すべき市街地像

集約型都市構造は、都市圏内の中心市街地や駅周辺等の都市機能の集積を促進す
る集約拠点とその他の地域を公共交通ネットワークで有機的に連携することで、都
市圏内の多くの人の暮らしやすさと当該都市圏全体の持続的発展を確保するもの。
集約型都市構造への再編には、都市交通施策と連携して、集約拠点において多様

な都市機能の集積を図る拠点的市街地の形成が必要であり、以下の方向性を目指す。

① 世代、用途ミックスの歩いて暮らせるまちへ

② 生活空間の量的・質的レベルアップ

③ 持続的発展に向けたコミュニティの形成

なお、人口減少は都市総体としての力を減ずるとの危惧があるものの、一人当た

りの空間量拡大の可能性や都市基盤への負荷軽減などを積極的に捉えるべきである。
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～世代、用途ミックスの歩いて暮らせるまちへ～
□空洞化している市街地の利用密度を上げ、多様な都市機能を集積し、若者から老人まで誰

もが暮らしやすい市街地へと再編
□この際、公共交通などによる移動の利便性を高め、歩いて暮らせる範囲に必要な機能が

揃っていることが重要

１）目指すべき市街地像①

○歩いて暮せる生活拠点のイメージ

出典：Ｈ17年度駅・周辺まちづくり研究部会報告

駐車場

診療所、託児所、デ
イケアセンター

小交通広場：バス乗換、
タクシー発着等

駐輪場
生鮮スーパー、
コンビニ

ケア付きなど施
策住宅

駐車場

基幹バスまたは路
面電車路線

一般住宅地

公園

鉄道駅や電停
と

その周辺市街地

交通結節施設整備
（公的補助）

・バス停と待合
・自転車駐車場
・駐車場
・タクシー発着場

生活に必要な都市機能
（立地誘導）

・生鮮スーパー
・コンビニ
・診療所
・託児所
・デイケアセンター

◇パッケージ化された事業システム
◇施設整備と機能立地促進、権利者調整ができる推進チー
ムづくり（公共支援）
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～生活空間の量的・質的レベルアップ～
□人口減少を好機と捉え、敷地の集約化等により居住空間や公共空間を増やし、実感と

して豊かさが感じられる市街地を形成
□この際、民地も活用した緑空間も含む公共的空間の充実等により、ゆとりある生活空

間を実現
□なお、一部都市の中心部ではマンション立地など人口増加の動きがあるが、無秩序な

開発（インナースプロール）に陥らないよう適切に誘導・コントロール

１）目指すべき市街地像②

○目指すべき拠点的市街地像のイメージ（人口密度と居住空間・公共空間の関係）

●限られたオープンスペース
●ペンシルビル
●不十分な日照・通風
●各ビルにエレベータが必要

○良好なオープンスペース
○高度利用が可能
○十分な日照・通風
○共用スペースの効率的配置

施策を講じた場合

放置した場合

人口密度

公共空間量

居住空間量

これまで これから
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～持続的発展に向けたコミュニティの形成～
□地域の住民や企業等が持続的にまちの管理運営に係わる体制を構築することが地域の持

続的な発展のために重要
□このため、拠点的市街地の整備にあたっては、地権者等の参画により、希薄化した地域

コミュニティの再構築やエリアマネジメント組織の構築を併せて推進

１）目指すべき市街地像③

○市街地整備を契機としたコミュニティ形成の事例 －横浜市緑園都市－

□開発事業者（相模鉄道）と住民によ
るまちの維持・管理組織の立ち上げ

□以下を中心に活動を展開
・まちづくり・環境整備
・緑化推進
・国際交流
・文化活動
・サークル・スポーツ活動 □活動内容が住民が本当に期

待するもの（地域青少年交
等）に徐々に転換

□事業者が事務局運営を行う
等、組織を下支え

□運営等を住民に移管

出典：緑園都市コミュニティ協会ＨＰ
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２）拠点的市街地像実現に向けた方策

（１）都市交通施策と連携した市街地整備の取組
①公共交通を軸とした市街地整備
②道路空間の再構築と連携した市街地整備
③地区交通再編を実現する街区の再構築
④街路整備と沿線市街地の一体的な整備

（２）公民協働による市街地整備の推進
①公共側の役割
②「選択と集中」による公共投資の重点化
③民間事業者や地域発意による市街地整備の促進方策

（３）持続可能な発展に向けた市街地整備
①エリアマネジメントの取組
②公民連携による公共的空間の確保
③公民一体となった環境配慮や景観形成の推進方策

（４）多様で柔軟な市街地整備手法の提示と活用
（５）市街地整備における担い手支援
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(1) 都市交通施策と連携した市街地整備の取組

都市交通 市街地整備

地方公共団体（特に市町村）が必要な公共交通を主体的に計
画し実現

公益性が高い路線は、民間の能力等を活用しながら、公益の範
囲内で税その他による財政支援や地域による支援等により整
備･運営を成立

国は集約型都市構造を実現するための基本的な考え方、取り
組み方法、連携方策等を提示、併せて公的支援等を考慮

都市交通施策と連携した市街地整備の取組
・公共交通沿線等で重点的な市街地整備による居住等の
都市機能の集積促進

公民協働による整備の推進
・「選択と集中」による公共投資の重点化
・民間事業者や地域発意による市街地整備の促進

持続可能な発展に向けた市街地整備

・エリアマネジメントの取組
・公民連携による公共的空間の確保
多様で柔軟な市街地整備手法の提示と活用
市街地整備における担い手支援

「公」が主体 「民」へシフト

多様な主体及び施策の連携による「総力戦」へ
○ 多様な分野においても公民が一つの目標を共有して施策展開
○ 交通施策と市街地整備との連携を深め、実現のための環境と条件を整える

「総力戦」による
集約型都市構造の実現
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① 公共交通を軸とした市街地整備
□公共交通の強化充実や交通軸の整備と併せ、交通結節点周辺や交通軸沿線の市街地整

備と土地利用誘導など総合的に取り組み、市街地集約を加速させる総力戦の視点が市街
地整備においても重要

LRTと一体となった市街地整備（富山市）拠点的市街地整備における課題

(1) 都市交通施策と連携した市街地整備の取組

【交通軸沿線市街地】

・沿線市街地と一体となった街路
整備

【交通軸上の結節点周辺】

・交通施策と一体となった拠点的
市街地の整備

【中心商業・業務地】

・交通施策と一体となった拠点的市街地
の整備

・中心部の空洞化とインナースプロール
対策
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連続立体交差事業・路面電車新設と一体となった市街地整備
（松山市 松山駅周辺地区）

駅前広場

路面電車

鉄道の高架化と合わせて、土地区画整理事業により駅周辺の基盤整備と機能集積を実現
するとともに、路面電車の延伸に向けた空間を確保
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② 道路空間の再構築と連携した市街地整備
□道路空間の再構築等と併せ、沿道土地利用も再構成することが望ましい場合、これを

契機として市街地整備に取り組むべきである

(1) 都市交通施策と連携した市街地整備の取組

道路空間再構築に合わせた市街地整備
（トランジットモールへの再構築）

区画道路により裏側からの荷捌き車両
等のアクセス確保

トランジットモール化に合わせ、より賑わいを創出する土地
利用へと転換（建物共同化等）

建物共同化意向のある店舗
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③地区交通再編を実現する街区の再構築

□都心部の小街区で構成された市街地等では、新たな都市機能の導入を見据えた街区
構成へ見直すことが必要

□その際、既存道路の配置を見直し歩行者優先の動線を確保するなど都市交通施策の
実現も目指すべきである

(1) 都市交通施策と連携した市街地整備の取組

都心部における街区再編のイメージ

・細分化された街区、建物
・敷地毎に整備された小規模駐車場
・不十分な歩行者動線

民地を活用した歩行
者、自転車用動線の
確保

・導入機能に適した街区への再編
・駐車場集約化による土地利用の有効化
・歩行者、自転車用の宅地内通路の確保
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④街路整備と沿線市街地の一体的な整備
□幹線街路の新設等に際しては、沿道街区へのアクセスや機能集積等を考慮した整備

を行うため面的な整備手法を検討すべきである
□この際、部分的であっても、道路と沿線市街地の一体的な整備を目指すべきである

沿線街区と一体となった市街地整備イメージ
直接買収方式

沿線街区と一体的な整備

(1) 都市交通施策と連携した市街地整備の取組
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① 公共側の役割
□今後の市街地整備における公共側の役割は、集約型都市構造を目指した拠点的市街地の

整備等の公共性の高い市街地整備について、自ら施行することに加えて、民間事業者
の参画を促し民間投資を加速するための必要な支援を行う役割が重要となる

□また、課題のある市街地について地域の発意による計画づくりや事業に結びつく動きを
促すよう取り組むことも重要

(2) 公民協働による市街地整備の推進

民間参画促進の支援策

・地権者と民間事業者が議論できる場の創出、確保
・技術的支援
・専門家の育成、派遣
・窓口の一本化など受入体制の整備
・許認可手続きの適切な運用
・助成

今後重要となっていく公共の役割：民間参画を促し民間投資を加速
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②「選択と集中」による公共投資の重点化
□機能更新や環境改善が必要な市街地は広範に存在するが、投資余力は今後減少していく

ことから、市街地整備に係る公共投資は「選択と集中」により、集約型都市構造への
再編を進める上で特に公共性の高い事業に重点化
・都市交通戦略と連携して整備すべき市街地（駅周辺等の拠点的市街地整備、
骨格幹線道路と周辺市街地の一体整備）

・敷地細分化・空洞化等により機能更新等が必要な拠点的市街地
・木造密集市街地

□また、「選択と集中」による市街地整備に際して、民間資金を呼び込み、民間投資を加
速させる観点も重要

□ なお、土地区画整理事業の長期未着手地区や、事業化しているものの停滞している地
区については、集約型都市構造への再編を進める上での必要性・緊急性の観点から、
事業の取りやめ、区域の縮小を含め大胆に見直し

(2) 公民協働による市街地整備の推進
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○重点的に投資すべき市街地の事例
土地の効率的利用が進まない駅周辺の市街地 （西武
池袋線江古田駅・乗降客数36,628人／日）

出典：新たなる木造密集市街地整備手法検討会資料

駅からの乗り換え
が不便

出典：第２回小委員会資料

前面道路4m未満の住
宅（接道延長≧2m）
前面道路4m未満の住
宅（接道延長＜2m）

凡 例

前面道路4m未満の住
宅（接道延長≧2m）
前面道路4m未満の住
宅（接道延長＜2m）

凡 例

前面道路4m未満の住宅
(接道延長≧2m)

前面道路4m未満の住宅
(接道延長＜2m)

②「選択と集中」による公共投資の重点化

バス路線

空き地等がごま塩状の中心市街地（三重県伊勢市）

密集市街地（墨田区鐘ヶ淵）

バス停

(2) 公民協働による市街地整備の推進
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□土地区画整理について都市計画決定されたまま１０年以上経過して事業化されていない地
区が２２４地区、１９，０００ｈａ存在

□集約型都市構造への再編という観点からも早急に見直しを行う必要がある

一部の区域について土地区画整理事
業の都市計画区域から除外（27地区）

全区域について土地区画整理
事業の都市計画を廃止（41地区）

検討中（81地区）

その他（5地区）

長期未着手地区
（224地区）

変更しない（70地区）

長期未着手地区における対応状況
（国土交通省調べ）

(2) 公民協働による市街地整備の推進
②「選択と集中」による公共投資の重点化
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③民間事業者や地域発意による市街地整備の促進方策

□民間事業者は、収益が不確定の状況で大きいリスクを負うことが困難、また地権者
等との調整の初動期において行政ほどの信頼感がない

□民間参画が可能なレベルまでリスクを低減させるような行政側の支援が必要（初動
期の活動費用、信頼性の付与等）

□特に地方都市においては、まちづくりに関する人材不足や民間事業者による市街地
整備への取組が低調

□このため、地域の人材や資金による持続的なまちづくりが可能となるよう、地域の
建築設計事務所、工務店、法律事務所等の協働による事業展開、各分野の専門家の
育成を進め、それら市街地整備の担い手を通じた地域経済の活性化を含めた好循環
をもたらす取組が必要

□また、地域住民の市街地整備に対する発意を受け止め、事業化を支援することも重
要

(2) 公民協働による市街地整備の推進

①民間事業者の参入意欲あるが
地元の機運は低い

②民間事業者の参入意欲無いが
地元の機運は高い

③民間事業者の参入意欲無く
地元の機運も低い

参入意欲のある事業者に対する
活動への支援

地元の機運を具体の事業に結び
つけるための支援

地元機運の醸成とまちづくりに
かかる組織の立ち上げ支援

●事業者への信頼性付与
●事業者と地元住民の協議の場
づくり

●事業者の活動費支援
●地元住民のサポート

●事業計画策定に向けた専門家
の派遣

●専門家の活動費支援

●地元意識醸成に向けた専門家
チームの編成、派遣

●専門家チームの活動費支援

支援の
ポイント

重要な
支援方策

初動期における行政の支援
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行政と民間の役割分担

大

民間施行の市街地整備

公
共
施
行
の
市
街
地
整
備

大

小

収
益
性

小
公共性

要整備エリア

民間を喚起する
よう行政が支援

内容 影響

床・土地
需要低下

収入不足

地権者
交渉難航 長期間化

土壌汚染対策
支出増

文化財発掘

リスクへの対応

他

放置すると破綻
民間が躊躇

リスク内容の特性に応じて、
着手前に官民の分担を明確化

内容 影響

床・土地
需要低下

収入不足

地権者
交渉難航 長期間化

土壌汚染対策
支出増

文化財発掘

リスクへの対応

他

放置すると破綻
民間が躊躇

リスク内容の特性に応じて、
着手前に官民の分担を明確化

③民間事業者による市街地整備の促進方策

(2) 公民協働による市街地整備の推進
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○民間事業者と関係者との場づくり

出典：千代田区ＨＰ

③民間事業者による市街地整備の促進方策

中心市街地の土地利用・まちなか居住の推進のためのプ

ラットフォーム

（仮称）まちなか居住推進団体

中
心
市
街
地
で

の
相
談
情
報

Ａチーム
建設業、設計事
務所、弁護士、
会計士、司法書
士、不動産業

富山市Ｂチーム

同左

既 存 の 関

連 団 体

（ 各 種 協

会等）

地 権 者 等

○専門家の活用（富山市の事例）

○専門家の活用（都市再生機構）

・当該地区では、大規模地権者以外の小規模地
権者の事業参画が課題

・小規模地権者との勉強会を開催するなどノウ
ハウを活かし事業立ち上げに貢献

押上・業平橋周辺地区（東京都墨田区）

(2) 公民協働による市街地整備の推進
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□市街地整備手法の運用は行政が行うものであることから、まず行政が多様で柔軟な運用が
できるよう頭の切り替えが必要

□また、民間による市街地整備への参画を促すためにも、柔軟な運用を広く民間に周知するこ
とも行政の重要な役割

□一方、無秩序な開発とならないよう、適切に誘導していく視点も重要

・敷地整序型土地区画整理事業は大都市でしか実績が無かったが、鹿児島市では２地区で実施され、地方
都市では初めて

・この際、要綱を制定し適切に誘導

③民間事業者による市街地整備の促進方策

(2) 公民協働による市街地整備の推進
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□地域の持続可能な発展や環境の保持のためには、地区組織による計画と管理運営が重
要

□このため、民間によって構成された地域の組織が主体となって、事業計画の調整、景観形
成、イベント開催、施設の共同運営、地域の良好な維持管理等の取組を行う「エリアマネジ
メント」が必要

□この場合、必要に応じて行政の支援や連携も重要
□特に、区画整理・再開発等の面的な整備が行われる場合には、これを契機として地

区内又はその周辺も含めた地域の組織が作られ、エリアマネジメントが行われるこ
とが地域の発展等に効果的

(3)持続可能な発展に向けた市街地整備

市民のニーズ行政のニーズ

行政、市民の連携・協力による

公民連携（ＰＰＰ）による都市開発事業の推進 が必要

・民間資金、ノウハウ活用による効果的
な都市整備の実現

・まちづくりへの市民参加への対応

・より高質な居住環境、生活環境づくり
への希求

・主体的、能動的なまちづくりへの参加
意識の高まり

その円滑な推進には

・多主体間での調整
・時間管理概念に基づいた事業の効果的な実施
・事業効果の継続的な確保 が必要

関係者間や事業間のコーディネートを行いながら、立ち上げ段階から管理運営段階まで一
貫して管理するシステム

「エリアマネジメント」
を確立する必要がある

エリアマネジメント
●公共施設、公共空間等を含
む総合的なデザインコント
ロール、管理

●地区全体での導入機能、配
置に関するマネジメント

●地区の高質な環境を維持し
ていくための活動のコー
ディネート

●イベント開催や施設の共同
運営
等

①エリアマネジメントの取組
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(3)持続可能な発展に向けた市街地整備

□エリアマネジメント実現には計画段階から関係者による協議会等を立ち上げ、早い段階
から関係者の意思統一を図りながら具体の事業、管理運営へとつなげることが必要

出典：将来の大阪シティスタイル研究会活動報告書（将来の大阪シティスタイル研究会）

大阪駅周辺地区におけるエリアマネジメントの狙い

①連鎖的都市開発展開の千載一遇のチャンス

②新しい都市開発・運営のビジネスモデルの構築と実践

③大阪・関西経済の浮揚と本格的国際競争力をつける機会

④地域の全体構想の策定とこれを実現するプロセスシステムの構築

（ガイドラインの設定等）

エリアマネジメントにおける取組課題

エリアマネジメントの対象地区

当地区では、大阪駅北側にある貨物駅移転による
大規模空閑地について第１期の区画整理事業を実
施中。今後第２期の整備も検討されている

①エリアマネジメントの取組
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新市街地地区（千葉県流山市）におけるサポーター会議とプレーヤー会議の連携体制

サポーター会議

安 心 安 全 ま ち づ く り 連 絡 会 議安 心 安 全 ま ち づ く り 連 絡 会 議

プ レ ー ヤ ー 会 議

安 心 ・ 安 全 ま ち づ く り 協 議 会安 心 ・ 安 全 ま ち づ く り 協 議 会

分科会

（防犯・子育て・健康・教育など）

連携・支援

各種事業
の実施

協力・支援

（学識委員、地域委員、警察、流山市、都市機構）

（大学・病院・NPO・防犯協会・民間団体、地権者等）

事業者募集にお
ける建設指針に
おいて取り組み
への参加を要請。
意識の高い事業
者を呼込

・・etc
拠点形成・人材
育成・助成制度
など

安心安全まちづ
くり宣言

安心まちづくり
ルール ・・etc

都市機構都市機構

市民啓発、指導

PR、必要により

条例化等

流山市・警察流山市・警察

都市機構・新都市ライフのコーディネートにより上記プラットホームを設置

□事業の初期段階から「安心・安全」に関するプラットホームを設置・運営を行い、
新たに住む人達にも参加の輪を広げ、まち育てを実践

(3)持続可能な発展に向けた市街地整備
①エリアマネジメントの取組
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汐留地区地下歩行者専用道

□区画整理を契機として、エリアマネジメント組織を立ち上げた地区も存在し、事業段階から
の資金の引継ぎや行政の公共施設管理の委託金等を活用し活動を展開

若松鈴見地区土地区画整理事業では、土地区画整理組合

が行ってきたまちの管理・運営を引き継ぐＮＰＯ法人を

立ち上げ、残余財産の引き継ぎを組合解散の総会で議決

した。

ＮＰＯ法人が管理しているセット
バック空間

セットバック空間の緑化・歩道植栽による緑豊かな歩行空間の創
出（3.0ｍ壁面後退、うち緑地帯1.5ｍ）

出典：国土交通省資料、景観形成ガイドライン「都
市整備に関する事業」（案）

○金沢杜の里まちづくりセンター ○汐留地区 中間法人タウンマネジメント
－整備段階の協議会が管理組織としての中間法人を立ち上げ、整備か
ら管理・運営までを連続的に実施

出典：『エリアマネジメント 地区組織による
計画と管理運営』学芸出版社」

 

公共施設管理の委託金 

東京都 
港区 

街づくり

協議会

中間法人 
タウンマネジメント 

まちづくりの企画・計画 
行政を含む関係機関協議・調整 

公共施設の維持管理 

５区 

NPO コムーネ汐留 

１区 ２区 ３区 ４区

西地区の 
開発・運営 

設立協定による負担金 

東地区 西地区 

開発事業者・住民 

設立 

行政

出典：（財）都市づくりパブリックデザインセンター資料

(3)持続可能な発展に向けた市街地整備
①エリアマネジメントの取組
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②公民連携による公共的空間の確保

□地権者が参加し進める市街地整備の特性を活かし、地域の合意を図り、公民一体で
公共的空間を確保することが重要

□このため計画段階から建築物の空間も含めた民地の活用に関する調整を行い、公共
空間と民地による公共的空間を決めることが必要

□また、このような公共的空間は公民協力による地域が主体となった空間の管理・活
用等を通し、まちを発展させていく道具となるという視点が重要

(3)持続可能な発展に向けた市街地整備

一階部分をセットバックした歩行
空間（弘前市）

地域の自主管理による広場の例（青

森市）
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③公民一体となった環境配慮や景観形成の推進

□京都議定書の発効や景観法の施行など地球環境問題や良好な景観等への関心が高まっ
ており、市街地整備においても対応することが必要

□これらは公共だけでは解決できないことから、市街地整備に関わる民間にも積極的に
取り組んでもらえる合意づくりが重要

(3)持続可能な発展に向けた市街地整備

○景観マネジメント

出典：（財）都市づくりパブリックデザインセンター資料

○省CO2型の都市づくり

景観面からの補佐・支援

基本計画基本構想 基本設計 詳細設計 施工 管理

景観マネジメント

景観面からの補佐・支援 監理 持続

当初のコンセプトと異な
る景観形成がなされる
ことも

従来

計画～管理に至る時間
軸を通じて「景観」面か
らのマネジメント

堂 島 川

土 佐 堀 川

住友生命
中之島ビル大阪三井物産ビル中之島三井

ビルディング

中之島４丁目
北地区

中之島
西公園

福島一丁目地区

国立国際
美術館

大阪大学
中之島センター

大阪市立
近代美術館

・ 中之島地区内において、保水性

舗装の導入を検討

保水性舗装の実施保水性舗装の実施

・ 未利用エネルギー（河川水・変電所排熱）を利用
・ ヒートポンプを導入し、大気中への熱放出はゼロ

堂島川 土佐堀川

河川機能に著しい
影響を与えない範
囲で実施

冷却塔は不要

取水 放水
ヒートポンプ

冷房

排熱

中之島３丁目地域熱供給

河川水利用の
イメージ
（冷房時）

・ 自動車交通から鉄道への転換
を促進（平成20年度完成）

中之島新線の整備中之島新線の整備
・ 中之島両端の公園を結ぶ緑の
ネットワークを河岸沿いに整備

緑のネットワーク緑のネットワーク

・中之島を含む川沿いの地域（約7㎞）に桜1000
本を植樹

・市民から寄付を募り、本年度から植栽予定

「平成の通り抜け」計画

・ 公共施設緑化のシンボルとし

て緑化

大阪市役所本庁舎
屋上緑化

大阪市役所本庁舎
屋上緑化

・ 花と緑豊かな親水空間に整備

中之島公園の整備中之島公園の整備

大阪中之島周辺

環境対策への取組

街路樹（今後整備）

桜の植樹

緑化の推進

都市再生緊急
整備地域
（大阪駅周辺・
中之島・御堂筋
周辺地域）

構想・計画中
（11地区）

事業中（約9ha）

完了（約9ha）

都市再生事業の進展

堂 島 川

土 佐 堀 川

住友生命
中之島ビル大阪三井物産ビル中之島三井

ビルディング

中之島４丁目
北地区

中之島
西公園

福島一丁目地区

国立国際
美術館

大阪大学
中之島センター

大阪市立
近代美術館

・ 中之島地区内において、保水性

舗装の導入を検討

保水性舗装の実施保水性舗装の実施

・ 未利用エネルギー（河川水・変電所排熱）を利用
・ ヒートポンプを導入し、大気中への熱放出はゼロ

堂島川 土佐堀川

河川機能に著しい
影響を与えない範
囲で実施

冷却塔は不要

取水 放水
ヒートポンプ

冷房

排熱

中之島３丁目地域熱供給

河川水利用の
イメージ
（冷房時）

・ 自動車交通から鉄道への転換
を促進（平成20年度完成）

中之島新線の整備中之島新線の整備
・ 中之島両端の公園を結ぶ緑の
ネットワークを河岸沿いに整備

緑のネットワーク緑のネットワーク

・中之島を含む川沿いの地域（約7㎞）に桜1000
本を植樹

・市民から寄付を募り、本年度から植栽予定

「平成の通り抜け」計画

・ 公共施設緑化のシンボルとし

て緑化

大阪市役所本庁舎
屋上緑化

大阪市役所本庁舎
屋上緑化

・ 花と緑豊かな親水空間に整備

中之島公園の整備中之島公園の整備

大阪中之島周辺

環境対策への取組

街路樹（今後整備）

桜の植樹

緑化の推進

都市再生緊急
整備地域
（大阪駅周辺・
中之島・御堂筋
周辺地域）

構想・計画中
（11地区）

事業中（約9ha）

完了（約9ha）

都市再生事業の進展

出典：都市再生本部HP
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１）密集市街地の現状①

□密集市街地では、公共空間が絶対的に不足しており、家屋の老朽化も進行

□また、権利関係も錯綜しており、整備推進の課題となっている

２．安全・安心の確保

前面道路4m未満の住
宅（接道延長≧2m）
前面道路4m未満の住
宅（接道延長＜2m）

凡 例

前面道路4m未満の住
宅（接道延長≧2m）
前面道路4m未満の住
宅（接道延長＜2m）

凡 例

前面道路4m未満の住宅
(接道延長≧2m)

前面道路4m未満の住宅
(接道延長＜2m)

密集市街地の現況
（墨田区鐘ヶ淵地区）

密集市街地における土地建物の権利関係（中

野区南台地区）

土地所有者

建物所有者

建物使用者
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*　品川区及び目黒区分の合計面積
不燃領域率（％）＝空地率＋（１－空地率／100）×不燃化率
空地率（％）：一定の面積を有する公園等と幅員６ｍ以上の道路の合計面積の割合
不燃化率（％）：総建築面積に対する耐火建築物等の面積割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大森中地区（約232ha）

林試の森周辺地区（品川区、約683ha*）

林試の森周辺地区（目黒区、約683ha*）

世田谷区役所周辺地区（約228ha）

中野南台地区（約96ha）

東池袋地区（約111ha）

十条地区（約95ha）

大谷口地区（約143ha）

町屋・尾久地区（約280ha）

西新井駅西口周辺地区（約94ha）

鐘ヶ淵地区（約218ha）

立石・四つ木地区（約192ha）

全地区（約2400ha）

平成8年 平成13年

１）密集市街地の現状②

□不燃化率等を微増させつつも、なお手つかずの木造密集市街地も広範に存在している

□居住者の高齢化が進む木造密集市街地では、地区の改善や再生に関心を持った地域や
外部の人々等によるまちづくり支援の動きがある

出典：東京都資料

東京都木密地域（重点整備地域）
における不燃領域率の推移

京島地区のまちづくり活動のネットワーク

出典：モクミツまちづくりデータベース
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２）増加する内水氾濫被害

□近年、下水道の計画規模を大きく上回る集中豪雨が多発するなど、都市部における内水氾
濫の被害リスクが増大し、被害も深刻化

近年、1時間降水量50mm以上の降水の発生回数が増加

出典：[新]雨水整備クイックプラン 東京都下水道局

特徴①：短時間に集中する豪雨
総雨量の約9割が1時間に集中

特徴②：局所的に降る豪雨

練馬から5kmの距離の石神井では最大時間雨量が練馬の1/ 5以下

平成11年7月21日の集中豪雨の状況

出典：[新]雨水整備クイックプラン 東京都下水道局

特徴①：短時間に集中する豪雨
総雨量の約9割が1時間に集中

特徴②：局所的に降る豪雨

練馬から5kmの距離の石神井では最大時間雨量が練馬の1/ 5以下

平成11年7月21日の集中豪雨の状況

特徴②：局所的に降る
豪雨
練馬から５㎞の距離の
石神井では、時間最大
雨量が練馬の１／５以
下

特徴①：短時
間に集中する
豪雨
総雨量の約９
割が１時間に
集中

出典：社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会都市計画部会

第２回下水道小委員会資料等

平成6～15年の10年間の合計（水害統計より）

<東京都>

約70億円

約830億円

内水氾濫による
被害額
93％

洪水氾濫等の
内水氾濫以外による

被害額
7％

約1.3兆
円

約1.2兆
円

内水氾濫による
被害額
48％

洪水氾濫等の
内水氾濫以外によ

る被害額
52％

<全国>

内水氾濫による被害額の割合

0

100

200

300

400

500

S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17

（回／年）

昭和５２～６１年

平均２００回

昭和６２～平成８年

平均２３４回

平成９～１８年

平均３１３回

平成１６年

４８４回（過去最高）

１時間降水量の年間延べ件数（全国のアメダス地点約1,300箇所より） （気象庁資料より）

道路が冠水した溜池交差点付近(東京都平成16年台風22号)
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３）密集市街地の改善方策①

□避難路等となる道路の整備を緊急に進めることが必要であり、道路の整備と合わせ各
種事業の総力を結集して沿道建築物の不燃化等を図ることが重要

密集市街地緊急リノベーションの推進

複数の事業手法を組み合わせた整備

計画作成・コーディネートに対する支

援と、整備計画に位置付けられた事業

について、面積の合計が一定以上の場

合に採択要件の緩和を行う「密集市街

地緊急リノベーション事業」を創設す

る等、都市防災総合推進事業の拡充を

行う。
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３）密集市街地の改善方策②

□密集市街地の整備改善においては、建築に係る規制の緩和等により自律的な建て替え
を加速させることも必要

□このような自律的な動きを市街地整備に結びつける視点も重要

支援

地区計画等の都市計画決定

国

地権者組織、まちづ くりＮＰＯ法人等

市区町村

都市計画の提案

建築規制の緩和等による
自律的な建替促進

市街地の整備改善
民間投資の誘発

・基礎調査 （土地利用 ・建築物に関する現況調査 等 ）
・地区診断 （現況調査等 の資料解析、建替えによる市街地イメージ作成等 ）
・地区計画等 の都市計画提案のための 素案作成

規制緩和型地区計画等の素案の作成

建替えの支障となっている建 築規制の緩和

＜施策の効果＞

＜施策の概要＞

密集市街地におけるまちづくり規制合理化支援事業

地権者組織等が自らの発意に基づき

地区計画等の都市計画の提案をしよう

とする場合に、その素案作成に対して

補助することにより、市町村による都

市計画決定を促し、建築規制の緩和等

を通じて自律的な建替えを促進し、密

集市街地の整備改善を図るとともに、

民間投資誘発効果の発現を図る。
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３）密集市街地の改善方策③

□密集市街地においては移転先等となる空地の存在が極めて重要であり、その確保方策が必
要

空地を活用した密集市街地整備
 ①第１地区の事業開始 

種地、および種地部分への集団移転の合意を得た地権者を含

む小規模な地区で事業実施 

第１地区種地 

集団移転合意 

 ③第１地区整備実施 
集団移転実施後、種地の換地先、その他を整備実施 

 
 

種地の換地 
（空閑地） 

種地先行整備 

 ④第 2 地区事業開始 
種地の換地を新たな飛び換地先として、新たな集団移転希望

の地権者を含む隣接地域を事業実施 
第２地区の施行地区は、第１地区の一部（種地の換地）を含

む 

第２地区

集団移転合意 

第２地区に含む 

出典：
密集市街地における土地区
画整理事業の推進方策の検
討調査（国土交通省都市・
地域整備局）
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３）密集市街地の改善方策④

□密集市街地の改善では、公共施設の整備、老朽建築物の解消と不燃化の促進、借家人等
の従前居住者の生活再建への対応などを総合的に進めることが求められる

□密集市街地の解消に当たっては、土地区画整理事業や住宅市街地総合整備事業（密集型）
等の多様な手法があり、個々の手法の特性を相互補完して活用できる合併施行が有効であ
る

借家人の受け皿住宅を建設し、
借家人等の入居先、仮住まいと
して活用

区画整理事業により、店舗・共同建替
え用地の集約

区画整理事業により、
道路の拡幅整備

老朽建築物については住市総（密集型）事業で買収・除却、非老朽建築物等
については区画整理事業により移転

駐車場

公園

駐車場

公園

駐車場
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４）市街地における内水氾濫被害の軽減

□市街地整備を行う際、透水性舗装の導入を行うなどとともに、新たにできる公共空間
を活用した雨水貯留槽の設置等、浸水対策に考慮した整備を下水道等と連携して行う
べきである

ポンプ室

雨水調整池

駐車場・駐輪場

雨水送水ポンプ

ポンプ室

雨水調整池

駐車場・駐輪場

雨水送水ポンプ

雨水調整池上部を、集合住宅や駐輪場など、区の
公共施設として高度利用

東京都南砂雨水調整池

下水道の雨水幹線と区画整理による駅前広場整備
と併せた雨水貯留槽を整備。また道路は透水性、
排水性舗装を整備

枇杷島駅東土地区画整理事業

浸水状況（平成１２年９月）
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１）市街地の低密度化の現状

□都市への人口集中、市街地拡大の最先端であった市街地の縁辺部やニュータウンでは、
入居世代の高齢化により、早い速度で低密度化が進展することが想定される

□郊外団地では、建物の老朽化が進行しており、規模を縮小しながらも効率的な建て替
えが必要となっている

３．市街地郊外部等における市街地の密度低下への対応

多摩ニュータウン

世帯数増加世帯数増加

10 世帯未満減少

10～49 世帯減少

50～99 世帯減少

100 世帯以上減少

平成 13～17年世帯数増減数

唐木田駅

多摩センター駅

永山駅

聖蹟聖ヶ丘駅

多摩ニュータウン（多摩市域）町
丁別世帯数増減状況

住民基本台帳を基に作成

空き家・空き地率の推移
（秦野市おおね団地）

出典：首都圏郊外の宅地開発における空き地・空き家の
解消方法に関する研究（日本都市計画学会論文）

※ 空き率＝（空き地数＋空き家数）／総区画数
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空き地に関する所有者の意向等

現在の空き地の状況

45%

21%

12%

15%

6%

0%

1%

利用していない 畑・菜園・植樹等をして利用

駐車場、物置等として利用 駐車場経営

賃貸 近隣の人が勝手に使用

分譲中又は建築予定

「利用していない」の内訳

17%

56%

26%

1%

全く利用せず放置

利用していないが、自ら管理(*)

利用していないが、業者に委託し管理(*)

利用していないが、隣人や知人に管理を委託

 今後の空き地利用意向

22%

5%

10%

10%

0%

2%

26%

25%

0%

いずれ住宅を建設 駐車場・物置として利用

植樹、畑や菜園として利用 駐車場経営

住宅建設し賃貸住宅経営 借地として賃貸

売却 とりあえず所有を継続

空地、他の施設等として利用

出典：郊外戸建て住宅地の再生・再編のための 実態把握等調査

（国土交通省国土技術政策総合研究所）

１）市街地の低密度化の現状

□空き地の多くは全く利用されていない状況にあり、今後とも自らの土地利用意向を持
つ所有者は少ない

仙台市、日立市、木更津市、福井市、多治見市、三田市、宗像市の戸建て住宅地のうち、下記の基準により選定した142の住宅地における空
き地・空き家所有者に対するアンケート調査結果（配布数：2,681票、有効回収票数：437票）

①開発時期が古い、または遠郊外の住宅地から選定
②市中心部からの方位・距離帯、最寄り駅からの距離別にまんべんなく選定
③各市の地域メッシュ別の人口推移データ等から人口減少している地域の住宅地を選定
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２）低密度化が引き起こす問題

□ 市街地の低密度化に対し、犯罪の増加、ごみの不法投棄、周辺環境や街並み悪化な
ど、空き地・空き家の増加は、治安や生活環境面で住民は問題視

□ 市街地の密度低下は、行政サービスの非効率やコスト増を招いている

空き地・空き家に関する住
民意識

市町村のＤＩＤ人口密度と一人当たり維持補修費（人口１０
万人以下）

出典：２００５年度版中小企業白書データより国土交通省作成

注）維持補修費は、2002年度地方財政状況調査によるものであり、地方公
共団体が管理する公共用施設等の維持に要する経費で土木費、教育費、
衛生費等からなっている
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３）低密度化に対する基本的考え方～「スマートシュリンク」～

□ 人口は減少局面に突入し、集約型都市構造への再編の中で低密度化する市街地の問
題が今後全国的に顕在化することが想定される

□ このような市街地においては、無秩序に空き地や空き家が発生し、生活環境が極端
に悪化することのないよう、上手に市街地の低密度化を誘導していく「スマートシュ
リンク」の視点を持つことが重要

□このため、地域の取組、空き地や空き家の活用や管理に向けた支援方策をはじめとす
る行政の関わり方について継続的な検討が必要
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□地域で空き地や空き家が放置されず、活用や管理する視点が重要であり、利用を促す
情報提供や活用・管理のための仕組みづくりが必要

□空き地、空き家化が進んだ住宅地の一部では、隣接地との一体利用、隣接地の取得に
より生活空間を増やしたり、空き地を緑空間やコミュニティ空間として活用している
事例もある

４）低密度化への対応策～空き地や空き家の活用～

空き地・空き家の情報提供事例
（すながわ・ハートフル住まいる（空き地・空き家）情報
提供事業）

出典：砂川市ＨＰ

住民による遊休地活用事例
（足立区 六町エコ・プチテラス）
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1975年 1985年

1995年 2005年

空地

畑

住宅

駐車場

畑＋駐車場

住宅→空地

1995 年→ 2005 年の画地変化

住宅→畑、駐車場等

 

ゲートボール場(*)

コミュニティ

ガーデン 

(*)利用者が減った 

ため、現在は空地 

空き地が増加している住宅団地における敷地活用の取組事例
（福井県春江町Ｋ団地）

空き家の状況 ●空き地の一体的な利用（区画統合の状況）
2005年12月～2006年4月調査

●空き地のコミュニティスペースとしての利用

出典：地方都市郊外戸建住宅地の居住の継続に関する研究 他

（福井大学）
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□老朽化した郊外団地を建て替える場合、一時的に住み替えが必要になるなど課題が多
い

□市街地整備手法の活用により、ダウンサイジングしつつ集合住宅の建て替えや新たに
戸建て住宅地をつくるなど郊外団地の再生を行うことが可能となる

４）低密度化への対応策～市街地整備手法の活用～

老朽賃貸住宅

老朽分譲
マンション

公園等
オープンスペース

マンション建
替

賃貸住宅建替
賃貸住宅
高度利用

老朽化した住宅団地の建替再編のイメージ（区画整理手法の活用）

賃貸住宅

マンション
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１）既成概念にとらわれない柔軟な運用

□市街地整備は、事業の積み重ねの中で画一的な運用が行われてきた側面があるが、これ
からは柔軟な活用が求められる

４．多様で柔軟な市街地整備手法の提示と活用

区画整理における既成概念

○区画整理は減歩を行うものである
○道路に囲まれるなど一定・一体の施行地区が

必要である
○土地評価は路線価で決めるものである
○照応の原則により現位置換地が基本である 等

⇒これらは新市街地での事業積み重ねによりでき
たものである

再開発における既成概念

○再開発では容積の極大化が必須である
○第一種・組合施行が定番である
○今は保留床が売れないので再開発が成立しない
○一街区・一棟に共同化しなければならない 等

これからの区画整理

○大規模・長期間・公共主導から小規模・短期間
・民間主導へ

○土地の交換分合と上物整備との同時計画、連携
○現位置換地と減歩に頼る区画整理からの転換
○柔軟な区域設定
○公共施設の量的拡大を過度に求めない

⇒既成市街地では新市街地の常識は通用しないため
発想の転換が必要

これからの再開発

○ひとつだけの再開発の成功より、むしろ規模を
小さくして、複数連鎖的に波及させるべき

○高層建築になるのは、むしろ景観にマッチしない
○地域の床需要に合わせて保留床の規模を決定し、

リスクを最小限に留めるべき
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２）柔軟な運用～減歩をしない区画整理～

区画整理は減歩を行う事業である

○敷地を分断している道路を駅前広場
へ集約換地

○駅前広場用地として民地のまま一部
活用（地区計画で担保）

○民地は一体的活用が可能となり有効
利用が可能

公共減歩を行うことなく事業を行うことは可能

既成概念

これから

道路（緑色）

民地（桃色）

駅前広場
（桃色＋青色）
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２）柔軟な運用～地権者負担金による区画整理～

区画整理は事業費を確保するため保留地が必要である

施行後施行前

青空駐車場

○保留地減歩は無く、地
権者の負担金で事業を
実施

事業費は地権者から保留地減歩をしないで、負担金として確保する
ことが可能

既成概念

これから
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２）柔軟な運用～飛び施行地区の活用～

道路に囲まれるなど一定・一体の施行地区が必要である

町施行 面
積 １７．６ha

役場跡地エリア

（更地）
中央エリア

（密集市街地）

密集市街地である、植木中央エリアと役場跡地エリアを組み合わせることにより、密集市街地にある一部
の家屋移転を役場跡地に行うことにより事業を円滑化

事業施行上、密接不可分の関係にある場合、飛び施行地区として
一体整備が可能

これから

既成概念
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２）柔軟な運用～柔軟な区域界の設定～

道路に囲まれるなど一定・一体の施行地区が必要である

住民の合意形成や事業期間等を勘案した場合、区域界を敷地界等に
することは可能

既成概念

これから
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２）柔軟な運用～路線価によらない土地評価～

土地の評価は路線価で決めるものである

Ｅ：個別利用希望

Ａ～Ｄ：共同利
用希望

Ａ

Ｂ

Ａ Ａ

Ｂ

Ｃ Ｄ

Ｅ

整理前 共同利用希望
者を集約

収益還元方式に
よる土地評価で増
歩に

道路の付け
替え・拡幅

整理後

事業のイメージ

＜土地評価への収益還元法の活用＞

収益還元法の活用は、共同利用により得られる開発利益を各地権者へ適正に還元することが可能なことか
ら、以下のイメージのような換地計画も考えられる

従後の土地利用を勘案して地価評価を行う収益還元法を用いること
により、増歩なども可能となる

既成概念

これから
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２）柔軟な運用～柔軟な換地計画～

照応の原則により現位置換地が基本である

地権者の同意の下、従後の土
地利用を勘案して、集約換地
を行うことが可能であり、集
客施設等の立地を実現

既成概念

これから
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従前従前 朝日町中央地区朝日町中央地区（新潟県（新潟県妙高妙高市：組合施行）市：組合施行）

新井駅

路線型商店街

空き店舗の発生
人口の減少

区域面積：1.2ha

従後従後 田原田原中央地区中央地区（（愛知県田原市愛知県田原市：：市市施行）施行）

100％容積率の最低限度

400％（第Ⅰ街区）・200％（第Ⅱ街区）容積率の最高限度

－2/02/02/03/1階数

161622100100148148116116168168容積率(％)

16,04229845668614,733延べ面積(㎡)

権利者棟業務棟２業務棟１複合棟棟

合計第Ⅱ街区第Ⅰ街区街区

従後従後

２）柔軟な運用～身の丈にあった再開発～

再開発は容積の極大化や１街区１棟の共同化を行うものである

地域の実情に応じた身の丈にあった事業が可能

既成概念

これから
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３）空閑地等の活用

□人口減少や産業の変化等により、拠点的市街地内において、大規模な空閑地発生も
引き続き発生することが想定される

□都市基盤の充実と都市機能の集積を図るために、これら大規模用地を単独で開発す
るのではなく、周辺市街地も含めた市街地環境の改善に活用する視点が重要

大規模空閑地発生状況（近畿圏）

国土交通省都市・地域整備局調べ

空閑地を活用した整備例

北区神谷地区
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４）集合住宅等の建て替え支援

□今後需要が増加する老朽マンション等の建て替えにおいて、市街地整備手法を活用
することにより仮住まいの費用が不要になるなど建て替えを促進することが可能で
ある

老朽化したマンション等を建て替え
る際に、そのまま建て替えを行うと、
仮住まいなどの費用が発生

周辺に空地がある場合、それを含めて区画整理を施行し、順次建て替
えを実行することで仮住まい費用が不要になる。

区画整理事業資金は建物の床処分金により確保。 （イメー
ジ）
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５）修復型の市街地整備

□必ずしも整備水準の高くない一般市街地についても、レベルアップのための取組が
必要。

□基盤や空間の質の向上とコミュニティ再構築を一体的に図る方向で、住民発意を基
本として息長く市街地を修復していく方策の充実が必要。

□大規模で長期間かかるような事業から小規模で短期間で完了する事業を連鎖的に行
う視点が重要

小規模な事業を連鎖的に行う市街地整備
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６）市街地整備による地籍の整備

□地籍が混乱しているような地区においては、建築行為や公共施設整備もできない状
態

□このような場合、土地区画整理事業を活用して現状に合わせた状態で換地処分を行
うなど地籍を確定させることで土地利用が可能となる

 

 
公図

公図や登記と現地の合わない地籍混乱地域では、土
地取引や建築、公共施設整備なども困難。

○区画整理での公共施設整備の内容○区画整理での公共施設整備の内容

・・通り抜け私道→公道化通り抜け私道→公道化

・地区計画の設定＆前面道路拡幅分の・地区計画の設定＆前面道路拡幅分の分分

筆によるセットバック担保筆によるセットバック担保

公図と現地が著しく乖離しているため、土地の売買や建物の建築・登記手続きな
どができない地域で、地籍の整備を目的とした区画整理事業を施行（東京都江戸
川区西篠崎地区（組合施行））
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蔵の道ギャラリー

城下町資料館

７）地域資源の活用

□市街地整備において、地区内の蔵など地域の資源となる建築物等をできるだけ活用す
る視点が重要
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８）市街地整備制度の検討

□集約型都市構造の実現に向けて、拠点的市街地の整備など既成市街地の再構築を進め
る上で、運用だけでは対応できない課題も存在

□現行制度の下での多様で柔軟な事業の実施についても、引き続き、その普及・活用を
行うとともに、より迅速で安定的な事業展開に向け、法制度等の制度的対応について
も検討を進めることが必要

【検討の視点例】

○既成市街地の再構築を促進する税制や補助制度の検討

・新市街地支援からのシフト、民間支援方策の充実 等

○制度面の検討

・事業環境の変化等に対応できる柔軟な整備手法の検討 等
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１）まちづくり技術の継承

□区画整理等の市街地整備事業は、住民の合意形成、権利調整を図りながら、長期間にわた
り継続的にまちづくりを行う事業であり、現場に密着した技術・ノウハウの蓄積が行われてき
たが、経験豊かな団塊世代の退職等により、これら技術・ノウハウの喪失が懸念され、その
継承が大きな課題

□特に、災害後において市街地整備は災害からの復興の中心的な役割を担うという観点から
も技術力の確保は大きな課題

各産業における技術・ノウ
ハウの団塊世代への依存度

技術・ノウハウの若手への
継承状況
（左問で「大きく依存」「まあまあ依存」
回答者への設問）

出典：中小企業における人材の充足状況および技術・ノウハウ継承への対応状況に
関する調査結果（東京商工会議所）

５．市街地整備における担い手支援
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２）市街地整備における人材の活用等

□市街地整備における民間の役割が増加していく中、地権者の中に入り、地域の声をま
とめるなど、まちづくりのコーディネーターの役割が益々重要となる

□専門家は地域に偏りがあり、リタイア世代等で区画整理事業等の経験豊富な人材を
ニーズにマッチさせた活用を行う仕組みづくりが必要

□また、市街地整備にかかるノウハウをデータベース化し知識の共有化を行うことも考
えられる

○財団法人による人材派遣の例

（財）区画整理促進機構

○ＮＰＯによる人材派遣の例

2004年度日本都市計画家協会実施例

新潟中越新潟中越地震被災地

全国美しい景観を作る会

岡山県倉敷市倉敷再生まちづくり計画を実現する会

栃木県足利市井草・大門まちづくり研究会

福井県鯖江市ＮＰＯ法人かわだ夢グリーン

大阪府大阪市おんなの目で大阪の街を創る会

東京都世田谷区太子堂２・３丁目地区まちづくり協議会

岐阜県高山市飛騨高山まちづくり本舗

活動地域支援先
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３）担い手に対する支援

□市街地整備は、地域住民やまちづくり協議会、民間事業者など多様な主体の参画によ
り行われるまちづくり

□その推進に当たっては、合意形成や整備計画策定のコーディネートやエリアマネジメ
ントの実施等において、ノウハウを有する専門家の存在が不可欠

□行政は、これら市街地整備の担い手である多様な主体との連携を図るとともに、活動
資金に対する支援（特に初動期）や専門家の育成・派遣等、担い手に対する支援を
行う役割が重要


